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生産年齢人口が減少する見通しの中、今後も企業が成長を続けるためには、限られた労働力を最大限に活か

し生産性を高めていくことが大変重要になります。また、メンタルヘルスの問題への対応や長時間労働の是

正もますます強く求められています。 

こうした中で先般働き方改革関連法が成立し、同一労働同一賃金や高度プロフェッショナル制度等が新たに

導入され、企業と労働者を取り巻く環境は大きく変化しつつあるのではないでしょうか。 

 

今後ますます課題になっていくと考えられる「働き方改革」について、少しでもお役に立てる情報をご提供

できれば幸いです。 

     株式会社ニッセイ基礎研究所 

代表取締役社長 手島 恒明 
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資料：厚生労働省「人口動態統計」、総務省「人口推計」
注１：出生数及び死亡数については、日本における日本人の数値
注２：総人口については、日本における外国人を含む。
注３：総人口の増減は、自然増減（出生数及び死亡数）のほか、

社会増減（国内外の流入・流出）等を含む。
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昭和41年
ひのえうま
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（昭和46～49年）
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1.57
1.26

1.44

平成17年
最低の合計
特殊出生率

少子化の進行と人口減少社会の到来

○ 平成28年の出生数は97万6,979人で、過去最少であった。合計特殊出生率は平成17年に
1.26を底として、やや持ち直しの傾向が見られる。

○ 平成17年には死亡数が出生数を上回り、我が国の人口は減少局面に入った。

平成28年
最低の出生数

976,979人
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位、死亡中位の場合）
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7911,2041,684

※

391

○ 我が国の合計特殊出生率は、平成17年（2005年）に1.26と過去最低を更新。人口減少が始まった。

○ 平成24年１月人口推計（中位）によれば、2060年に産まれる子ども数は現在の約５割、高齢化率は現在の
約２倍（39.9％）、生産年齢人口（15～64歳）も現在の２分の１近くに急激に減少する。

総
人
口
と
65
歳
以
上
人
口
割
合

１年間の
出生数
（率）

死亡数

2010 2030 2060 2110

107万
（1.39）

119.7万

74.9万
（1.34）

48.2万
（1.35）

23.6万

161万
153.6万

86.4万

今後の我が国の人口構造の急速な変化
～日本の将来推計人口（平成24年1月推計）～
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財務省
『これからの日本の
ために財政を考える』
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就業率

潜在的労働力率

○平成28年の女性雇用者数は2,531万人。雇用者総数に占める女性の割合は44.2％となってい
る。

○女性の年齢階級別就業率はM字カーブを描いている。また、就業率と潜在的労働力率の差は
大きく、就業を希望する女性の数は274万人にのぼる。

潜在的労働力率 ＝

人口（15歳以上）

就業者＋失業者＋就業希望者

（資料出所）総務省「労働力調査」、「労働力調査（詳細集計）」

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」

【女性の年齢階級別就業率と潜在的労働力率（2016年）】【雇用者数の推移】

*平成23 年統計については、平成17年国勢調査結果を基準（旧基準）とする推計人口をベンチマークとして、東日本大震災
の影響により３月から８月までを補完推計した参考値によって求めた値である。

注）平成23年の数値（斜体）は、同補完推計値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値。

就業希望者数(女
性)：274万人

女性雇用者数と女性の年齢階級別就業率（実際の就業率と就業希望との差）
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資料出所：日本 総務省「労働力調査（基本集計）」（平成25年）
その他 ＯＥＣＤ Ｄａｔａｂａｓｅ“LFS by sex and age”

注）アメリカ、イギリス、スウェーデンの「15～19」は「16～19」のデータ、
スウェーデンの「65～」は「65～74」のデータである。
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（女性就業率（25～54歳）（％））

各国の合計特殊出生率と女性就業率（２０１３年）

（資料出所）OECD Family database
注）カナダは2011年のデータである。

（合計特殊出生率）

就業率（２０１３年）の国際比較

（歳）

○ 日本の女性の就業率は、先進国に比べるとM字カーブの傾向が顕著である。
○ 女性の社会進出が進んでいる国ほど、合計特殊出生率も高い傾向にある。

諸外国の女性の就業率（日本のM字カーブ）と合計特殊出生率
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6

（備考）世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」より作成

○ 各国における男女格差を測るジェンダー・ギャップ指数は、日本は１４４カ国中１１４位（過去最
低の順位）（世界経済フォーラムレポートより作成）

ジェンダー・ギャップ指数・2017年

順位 国名 スコア

１ アイスランド ０．８７８

２ ノルウェー ０．８３０

３ フィンランド ０．８２３

４ ルワンダ ０．８２２

５ スウェーデン ０．８１６

６ ニカラグア ０．８１４

７ スロベニア ０．８０５

８ アイルランド ０．７９４

９ ニュージーランド ０．７９１

１０ フィリピン ０．７９０

１１４ 日本 ０．６５７

分野 順位 スコア

総合 １１４ ０．６５７

経済活動 １１４ ０．５８０

教育 ７４ ０．９９１

健康 １ ０．９８０

政治参画 １２３ ０．０７８
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女性の活躍による経済効果

労働市場における男女平等が
実現すれば、今後20年で日本の
ＧＤＰは20％近く増加することが
予測されます。

OECD「男⼥間の格差縮⼩のた
めに今⾏動が求められている」

（2012年12⽉）
日本が女性による労働参加をG7（日本とイタリアを除

く）のレベルに引き上げられれば、一人当たりのGDP は
、ベースシナリオに比べ恒久的に約4%増となると推計
される。この概算によれば、女性の労働参加率は2010 
年の63%から2030 年には70%になると想定される。さら

に、労働参加率を例えば北欧レベルにまだ引き上げら
れれば、一人当たりのGDP をさらに4%引き上げること
が可能となる。

IMF「⼥性が⽇本を救う」
（2012年10⽉）

日本の女性の就業率が男性並み(日本の男性就業率
は世界最高水準の約80％)に上昇すれば、820 万人が
労働人口に加わり、日本のGDP を最大で15％押し上げ
る可能性がある。

３４２万人の女性の潜在労働力
（就業希望者）の就労により、雇
用者報酬総額が７兆円程度（ＧＤ
Ｐの約１．５％）増加。

ゴールドマンサックス「⽇本：ポートフォリオ戦略
ウーマノミクス待ったなし」（2010年10 ⽉）

男⼥共同参画会議基本問題・
影響調査専⾨調査会報告書

（2012年2⽉）

8

（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究」（平成20年）
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家事・育児に
専念するため
自発的にやめ
た

結婚、出産、育児を
機に辞めたが、理由
は結婚、出産等に直
接関係ない

夫の勤務地や夫の転
勤の問題で仕事を続け
るのが難しかった

仕事を続けた
かったが、仕事
と育児の両立の
難しさでやめた

解雇され
た、退職勧
奨された

子を持つ前と仕事の内
容や責任等が変わって
しまい、やりがいを感じ
られなくなった（なりそう
だった）

その他 特にない

妊娠・出産前後に退職した理由
（「これまでの退職経験」として、妊娠・出産前後に退職していた女性正社員）

両立が難しかった具体的理由
（「仕事を続けたかったが、両立の難しさでやめた」と回答した者）

65.4

49.5

45.7

25.0

22.9

20.7

19.1

18.1

18.1

6.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

勤務時間があいそうもなかった

（あわなかった）

職場に両立を支援する雰囲気がなかった

自分の体力がもたなそうだった

（もたなかった）

育児休業を取れそうもなかった

（取れなかった）

子どもの病気等で度々

休まざるを得なかった

保育園等に子どもを預けられそうも

なかった（預けられなかった）

会社に育児休業制度がなかった

つわりや産後の不調など妊娠・

出産にともなう体調不良のため

家族がやめることを希望した

その他

（％）

妊娠・出産前後に退職した理由

○妊娠・出産を機に退職した理由を見ると、「自発的に辞めた」が３９％、「両立が難しかったので辞めた」
が約２６％、「解雇された、退職勧奨された」が９％

○両立が難しかった理由として、勤務時間の問題、両立支援の雰囲気のなさを挙げる者が多い。
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長時間労働者の割合（国際比較）

○ 日本の長時間労働者の割合は国際的に見て高くなっている。
○ 特に男性雇用者の長時間労働者の割合が高いが、女性雇用者の長時間労働者の割合も他国の男性と
同水準となっている。

資料出所：JILPT「データブック国際労働比較2014」

図 ： 長時間労働者の割合（雇用者、2011年）

注：長時間とは、週50時間以上を指す。
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フランス
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ノルウェー

家事関連時間全体 うち育児の時間

（資料出所）平成25年男女共同参画白書

（備考）１．Eurostat “How Europeans Spend Their Time Everyday 
Life of Women and Men”（2004），Bureau of Labor Statistics of 
the U.S.“American Time Use Survey Summary”（2011）及び総務
省「社会生活基本調査」（平成23年）より作成。

２．日本の数値は，「夫婦と子どもの世帯」に限定した夫の時間であ
る。

（時間）

女性の継続就業・出産と男性の家事・育児時間の関係

資料出所：厚生労働省「第12回21世紀成年者縦断調査」
（2013）
注：
1)集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当する同居夫婦であ
る。ただし、妻の「出生前データ」が得られていない夫婦は除く。

①第１回調査から第12回調査まで双方から回答を得られている夫婦
②第１回調査時に独身で第11回調査までの間に結婚し、結婚後第12
回調査まで双方から回答を得られている夫婦

③出生前調査時に子ども１人以上ありの夫婦
2)家事・育児時間は、「出生あり」は出生前調査時の、「出生なし」は
第11回調査時の状況である。
3)11年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
4)総数には、家事・育児時間不詳を含む。

（資料出所）厚生労働省「第12回21世紀成年者縦断調査」（2013年）
注：
1)集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当するこの11年間に子

どもが生まれた同居夫婦である。
①第１回から第12回まで双方が回答した夫婦

②第１回に独身で第11回までの間に結婚し、結婚後第12回まで双方
が回答した夫婦

③妻が出産前に仕事ありで、かつ、「女性票」の対象者である
2)11年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
3）総数には、家事・育児時間不詳を含む。
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家事・育児時間

なし

総数

同一就業継続 転職 離職 不詳

72.8

72.7

55.3

37.0

出生あり
56.6

27.2

27.3

44.7

63.0

出生なし
43.4
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4時間以上

2時間以上

4時間未満

2時間未満

家事・育児時間

なし

総数

○ 日本の夫（６歳未満の子どもを持つ場合）の家事・育児関連時間は、１時間程度と国際的にみて低水準

○ 夫の家事･育児時間が長いほど、妻の継続就業割合が高く、また第２子以降の出生割合も高い傾向にある。

６歳未満児のいる夫の家事・
育児関連時間（１日当たり）

夫の平日の家事・育児時間別に
みた第２子以降の出生割合

夫の平日の家事・育児時間別にみた
妻の出産前後の継続就業割合
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（資料出所） 総務省統計局「労働力調査特別調査」（1980年～2001年）、「労働力調査（詳細集計）」（2002年～2010年、2014年）より作成
（注） １） 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。

２） 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林雇用者の世帯。
３） 1985年以降は「夫婦のみ世帯」、「夫婦と親からなる世帯」、「夫婦と子供からなる世帯」及び「夫婦、子供と親からなる世帯」のみの世帯数。
４） 「労働力調査特別集計」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月などが相違することから、時系列比較には注意を要する。
５） 被災３県を除く全国の「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」（１～３月期平均）は、2011年が777万世帯、2012年が773万世帯、「雇用者の

共働き世帯」（１～３月期平均）は、2011年が1,003万世帯、2012年が1,021万世帯である。

903 

720 

914 

1,077 

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

（万世帯）

男性雇用者と無業の妻
からなる世帯

雇用者の共働き世帯

共働き世帯の占める割合

○ 共働き世帯は増加傾向であり、1990年代からは専業主婦世帯を上回っている。
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 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。

 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における女性の職業生活における活躍
についての推進計画を策定（努力義務）。

基本方針等の策定

 国は、事業主行動計画の策定に関する指針を策定。

 国や地方公共団体、民間事業主は以下の事項を実施（労働者が300人以下の民間事業主については努力義務）。

 国は、優れた取組を行う一般事業主の認定を行うこととする。

女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置
 国は、職業訓練・職業紹介、啓発活動、情報の収集・提供等を行うこととする。地方公共団体は、相談・助言等に努めるこ

ととする。

 地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織することができることとする（任意）。

自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性の個性と能力が十分に発揮されることが一層重要。このため、以
下を基本原則として、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図る。
⼥性に対する採⽤、昇進等の機会の積極的な提供及びその活⽤と、性別による固定的役割分担等を反映した職場慣⾏が及ぼす
影響への配慮が⾏われること

職業⽣活と家庭⽣活との両⽴を図るために必要な環境の整備により、職業⽣活と家庭⽣活との円滑かつ継続的な両⽴を可能に
すること

⼥性の職業⽣活と家庭⽣活との両⽴に関し、本⼈の意思が尊重されるべきこと

事業主行動計画の策定等

 ⼥性の活躍に関する状況の把握、改善すべき事情についての分析
【参考】状況把握する事項： ①⼥性採⽤⽐率 ②勤続年数男⼥差 ③労働時間の状況 ④⼥性管理職⽐率 等

 上記の状況把握・分析を踏まえ、定量的⽬標や取組内容などを内容とする「事業主⾏動計画」の策定・公表等
（取組実施・⽬標達成は努⼒義務）

 ⼥性の活躍に関する情報の公表（省令で定める事項のうち、事業主が選択して公表）

その他
 原則、公布日施行（事業主行動計画の策定については、平成28年４月１日施行）。

 10年間の時限立法。

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要
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女性活躍推進法の施行状況について（民間事業主関係）

１．行動計画の策定状況（平成30年6月末日時点）

● 行動計画の策定・届出が義務となっている大企業（常時雇用する労働者301人以上の企業）について、
行動計画の策定・届出率は、全国で98.1%。（義務対象企業数16,289社中、届出企業数は15,983社）

（※ 行動計画の策定・届出が努力義務となっている中小企業（常時雇用する労働者300人以下の企業）について、行動

計画の策定の届出企業数は4,711社。）

３．女性活躍推進企業データベースの掲載状況（平成30年9月20日時点）

● 女性の活躍状況が優良な企業の認定状況は、全国で630社。
うち、３段階目は416社、２段階目は212社、１段階目は2社。

２．女性の活躍状況が優良な企業の認定（えるぼし認定）の認定状況
（平成30年6月末日時点）

● 女性活躍推進法に基づく情報公表事項を掲載できる「女性の活躍推進企業データベース」へ女性の活
躍状況を公表している企業数は 9,705社。一般事業主行動計画を掲載している企業数は 11,716社。

各企業において策定された一般事業主行動計画に基づく着実な取組や認定取得、情報公表が進む
よう支援していく。また、努力義務である、中小企業においても、法に基づく取組がなされるよう支援して
いく。 14

①（女性のことを）

「採っていない」

②（女性のことを）

「育てていない」

✎ 4割弱(36.6%)の企業は「⼥性
採⽤なし」【平成26年度雇⽤均等基本調査】

✎ 総合職採⽤の競争倍率は、男
性30倍に対し、⼥性44倍。
【平成26度コース別雇⽤管理制度の実施・指導状

況】

✎ 将来的な育成に向けた教育
訓練を受けている率は、25~44
歳の全年齢層で男性よりも⼥性
が低い。（30代後半の場合、男
性28.8%／⼥性15.3%）【2009年
「働くことと学ぶことについての調査」】

✎「営業」「⽣産」部⾨は約７
割の企業が「男性９割以上の職
場あり」と回答【採⽤・配置・昇進とポ
ジティブ・アクションに関する調査(2014)】

✎ 約５割の⼥性が第１⼦出産を
機に退職。
【第15回出⽣動向基本調査（夫婦調査）】

✎ 妊娠・出産前後で退職した
⼥性の約1/4は「仕事と育児の両⽴
の難しさで辞めた」（22.5%）
両⽴が難しかった理由は①勤務

時間のあわなさ（47.5％）④職場
の両⽴を⽀援する雰囲気のなさ
(25.0％)
【仕事と家庭の両⽴に関する実態把握のための調査
研究 事業報告書（平成28年）】

③（女性にとって）

「続けられない」
「続けたくない」

④(女性にとって）

「昇進できない」
「昇進したいと

思えない」

－ これらの根底には －
「長時間労働」×「性別役割分担意識」（｢男は仕事／女は家庭｣等）

✎ 管理職（課⻑級以上）に占め
る⼥性は8.7％にすぎない。

✎ 課⻑以上の昇進希望を持つ⼥
性は１割程度にすぎない。

✎ 昇進を望まない理由のトップ
は「仕事と家庭の両⽴が困難にな
る」
【男⼥正社員のキャリアと両⽴⽀援に関する調査
結果（平成25年）】

女性の活躍の「壁」

15



（%）

資料：平成22年度 国民生活選好度調査

ボランティア活動等に参加している人の割合

○ ボランティア活動等に参加している人の割合は、男性は年齢が高くなるにつれて上昇傾向
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査」

高齢者の就業率（男性）
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60歳代の就業率は近年上昇。しかし、かつては65歳以上の労働力はもっと高かった。
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出典：厚生労働省「平成24年労働経済の分析」より

北海道

岩手

山梨
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y = ‐0.1501x + 36.317
(‐3.8808)
R² = 0.2508
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（％）
都道府県別の65歳以上就業率（2000年）と１人当たり後期高齢者医療費（2010年度）の関係

65
歳
以
上
就
業
率
（
２
０
０
０
年
）

（万円）
（注） １）75 歳以上の高齢者を対象とする後期高齢者医療費について、10 年前の高齢者の就業状況

との関係をみるため、2000 年の都道府県別65 歳以上就業率と2010 年の都道府県別1 人
当たり後期高齢者医療費をプロットしたもの。

２）回帰式の下の（ ）内はt 値。

高齢者の就業率が高い都道府県ほど後期高齢者医療費が低くなる傾向にある。

資料出所 厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」、総務省統計局「国勢調査」

７５歳まで働ける：高齢者の就業と医療費
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１．障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要

雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措
置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の
算定基礎に加える等の措置を講ずる。

（１）障害者に対する差別の禁止
雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止する。

（２）合理的配慮の提供義務
事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。

ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。

（想定される例）
・ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること
・ 知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりやすい文書・絵図を用いて説明すること

→（１）（２）については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」において
具体的な事例を示す。（平成27年３月25日に公布）

（３）苦情処理・紛争解決援助
① 事業主に対して、（１）（２）に係るその雇用する障害者からの苦情を自主的に解決することを努力義務化。

② （１）（２）に係る紛争について、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の特例（紛争調整委員会による調停や都道府
県労働局長による勧告等）を整備。

２．法定雇用率の算定基礎の見直し

法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行（Ｈ30）後５年間に限り、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加
えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率よりも低くすることを可能とする。

３．その他

障害者の範囲の明確化その他の所要の措置を講ずる。

施行期日：平成28年4月1日（ただし、２は平成30年4月1日、３（障害者の範囲の明確化に限る。）は公布日（平成25年6月19日））

※ 改正法の関係資料は、厚生労働省ＨＰ「障害者雇用対策」（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/shougaisha_h25/index.html）に掲載中。
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法定雇用率の対象となる障害者の範囲の変遷

昭和51年
10月

昭和63年
4月

平成10年
7月

平成18年
4月

実雇用率に追加

精神障害者を雇用した場合
は、身体障害者又は知的障害
者を雇用した者とみなす。

実雇用率に追加

知的障害者を雇用した場
合は身体障害者を雇用し
た者とみなす。

法定雇用率の算定基礎の対象
「身体障害」のみ

昭和51年、身体障害者を対象とする雇用率制度を創設。平成10年には、知的障害者を法定雇用率の算定基礎の対

象に追加。さらに、平成30年４月から、精神障害者を法定雇用率の算定基礎の対象に追加（※）。

※ 施行後５年間は激変緩和措置として、身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率と身体障害者・知的障害者・精
神障害者を算定基礎として計算した率との間で政令で定める率とする。

法定雇用率の算定基礎の対象
「身体障害」と「知的障害」

法定雇用率の算定基
礎の対象

「身体障害」と「知的
障害」と「精神障害」

平成30年
4月

各企業が雇用する障害者の割合（実雇用率）を計算する際の
対象には、知的障害者を昭和63年に、精神障害を平成18年に
追加。

精神障害者

知的障害者

身体障害者
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１ コンプライアンスへの対応

• 障がい者雇用率
• 障がい者雇用の仕組みの有無

２ ＣＳＲ的対応

• 業界団体/イベントへの取り組み
• 障がい者活用の企業理念への反映

３ 企業の成長に資する対応

• 戦力としての活用度

Level 3
ハイ

• 法定雇用率を大幅に上回っている
• 雇用率を維持・向上するための、特別

な仕組みがある

• 業界団体やボランティア等イベントを主催、
リード

• 教育界への働きかけを実施
• 障がい者の活用に関して、経営から強力な

メッセージを発信している

• 障がい者ならではの能力を活用した戦
力化

• リーダー、管理職として、本業の中での
活躍している

• 障がい者のキャリアフレームワークを定
めている

Level 2
ミドル

• 法定雇用率（２．０％）を達成
• 障がい者雇用の仕組化（専用エント

リーシート、働きやすい環境等）を行い、
運用中

• 法定雇用率を維持する仕組・体制を整
備している

• 業界団体／イベントに主催、協賛
• 企業理念として障がい者雇用や貢献をかか

げている

• 健常者と同等の戦力化
• 様々な職種で、本業の中で活躍する人

材が多数存在

Level 1
導入

• 障がい者雇用は実施しているが、法定
雇用率（２．０％）を満たしていない

• 障がい者雇用の計画を策定している

• 業界団体／イベントに参加
・例：寄付、ＮＰＯ支援

• 職種の種類は少ないが、本業の中で活
躍する人材が存在

Level 0
未着手

@2014 IBM Corporatinon

a11yマチュリティモデル

※ a11y（えーいれぶんわい）＝accessibility 22

雇用政策研究会報告書（概要）

仕事を通じた一人ひとりの成長と、社会全体の成長の好循環

平成２５年度 雇用政策研究会報告書 概要

＜今後の施策の方向性＞

雇用政策の
将来ビジョン

【背景】・人口減少（生産年齢人口は2030年までに16.7％減少）・グローバル化による競争激化（貿易収支は赤字基調） 等

○企業内、個人主導など様々な機会
を捉えた職業能力開発の強化

○能力評価の「ものさし」を整備し、職
業能力の見える化を推進等

○民間人材ビジネスなど外部労働市
場全体でマッチング機能を最大化

○ハローワークごとの評価制度の導入
やITの活用によるハローワークの改
革・機能向上 等

○産業政策で良質な雇用機会を創出
○製造業は日本の強みであり今後も

成長の１つの軸として育成
○サービス業、介護、建設など労働集

約分野で業所管省庁、業界自身に
よる魅力ある職場づくり 等

○労働者の主体性、内発性を引き
出す雇用管理の実現

○企業内の労使コミュニケーションの
活性化 等

＜意欲ある人すべてに、仕事を通じた成長の機会を＞
○教育と雇用をつなぎ、あらゆる状況にある若者にキャリア形成のチャンスを提供、○高齢者も成長の一翼を担う
○「女性の活躍は当たり前」という社会へ、○男性の働き方にも多様性を、○障害者等が能力と適性に応じて活躍でき
る社会を目指して、○様々な事情・困難を克服し就職を目指す人たちを支援、○外国人材の活用

「労働市場インフラ」の戦略的強化

①能力開発・能力評価制度の整備

外部労働市場の活性化

②マッチング機能の強化

③良質な雇用機会の創出 ④企業の強みにつなげる雇用管理の実現

⑤「全員参加の社会」
の実現

＜「全員参加の社会」にふさわしい働き方の構築＞
○労働者の希望を生かした多様な働き方の実現 ○「時間意識」を高め、「正社員＝いつでも残業」を変えよう

○多様な働き方、恒常的な長時間労働の是正など
働き方の改革

○若者には「成長できる仕事」を
○女性の活躍は当たり前
○高齢者も経済成長の担い手 等

実現に向けた二つの軸

社会全体での人材の最適配置・最大活用 危機意識をもって「全員参加の社会」を実現
○能力開発の強化、能力の「見える化」

○民間、自治体、ハローワークの総合力によ
るマッチング機能強化

○個人の成長と意欲を企業の強みにつなげ
る雇用管理

「労働市場
インフラ」

の戦略的強化
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施行期日 Ⅰ：公布日（平成３０年７月６日）
Ⅱ：平成３１年４月１日（中小企業における時間外労働の上限規制に係る改正規定の適用は平成３２年４月１日、１の中小企業における割増賃金率の見直しは平成３５年４月１日）
Ⅲ：平成３２年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は平成３３年４月１日）

※（衆議院において修正）改正後の各法の検討を行う際の観点として、労働者と使用者の協議の促進等を通じて、労働者の職業生活の充実を図ることを明記。

働き⽅改⾰を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）の概要
労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、 多様で柔軟な
働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずる。

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」（閣議決定）を定めることとする。(雇用対策法)

※（衆議院において修正）中小企業の取組を推進するため、地方の関係者により構成される協議会の設置等の連携体制を整備する努力義務規定を創設。

Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働

含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。
（※）自動車運転業務、建設事業、医師等について、猶予期間を設けた上で規制を適用等の例外あり。研究開発業務について、医師の面接指導を設けた上で、適用除外。

・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。また、使用者は、10日以上の年次有給
休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする。

・高度プロフェッショナル制度の創設等を行う。（高度プロフェッショナル制度における健康確保措置を強化）
※（衆議院において修正）高度プロフェッショナル制度の適用に係る同意の撤回について規定を創設。

・労働者の健康確保措置の実効性を確保する観点から、労働時間の状況を省令で定める方法により把握しなければならないこととする。（労働安全衛生法）

２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）

・事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。
※（衆議院において修正）事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する努力義務規定を創設。

３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

・事業者から、産業医に対しその業務を適切に行うために必要な情報を提供することとするなど、産業医・産業保健機能の強化を図る。

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 不合理な待遇差を解消するための規定の整備（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間・有期雇用労働者に関する同一企業内における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的

に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。併せて有期雇用労働者の均等待遇規定を整備。派遣労働者について、①派
遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件※を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。また、これらの事項に関する

ガイドラインの根拠規定を整備。 （※）同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

３ 行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ADR）の整備
１の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ADRを整備。

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
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 週49時間以上働いている労働者の割合は、欧州諸国では1割であるが、わが国では2割。

⻑時間労働者の構成⽐（週当たりの労働時間）
○時間外労働の限度時間

大臣告示で、限度時間を定めている。
（法的拘束力なし）

（大臣告示）
○「１か月４５時間」、「１年３６０時間」等
○「特別条項」を結べば、例外的に限度時間を

超えることができる。（年間６か月まで）
※特別条項には、上限時間の規定なし。

年間６か月まで

特別条
項

上限な
し

１年間＝１２か
月

限度時間
１か月４５時間
１年３６０時間な

ど

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

○休日労働の限度時間
定めなし。

（※現行の大臣告示は、「時間外労働」のみが対象であり、「休日労
働」させる場合の労働時間数は対象としていない。）

○「月100時間未満、複数月平均80時間 」
の上限について、休日労働の時 間 数を含
むものとする。

時間外労働の上限時間を法定化する。
（法律）

○原則：月45時間、年360時間
○例外（特別条項）：年720時間、月100時間未満、

複数月平均80時間
※特別条項は年間6か月まで

法律による上限
（原則）

年間６か月ま
で

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
・月100時間未満

１年間＝１２か
月

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

【改⾰後】【現⾏】

（資料出所）ILO「ILOSTAT Database」
＜注＞
※ 長時間労働者の構成比については、2016年の各国の就業者一

人当たりの週労働時間を示す（アメリカは2017年、日本は2015
年）。データは、ILO「ILOSTAT Database」による。

時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正

41
29.1

62.5
72.2
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38.2 51.6
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36.2

20.8 19.3 12.2 10.5 9.3

0%

20%

40%

60%

80%

00%

40時間未満 40〜48時間
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 パートタイム労働者とフルタイム労働者間に欧
州諸国と⽐して⼤きな賃⾦格差。

0 20 40 60 80 100

フランス

ドイツ

英国

⽇本

87 

72 

72 

59 
フルタイム労働者の賃金 =100

（資料出所）
• 独立行政法人 労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2018」
• 日本：厚生労働省（2018.2）「平成29年賃金構造基本統計調査」
• イギリス：Office for National Statistics(2017.10) 2017 Annual Survey of  Hours and Earnings-Provisional Results
• イギリスを除く欧州：Eurostat Database”Structure of earnings survey 2014”2017年11月現在

 35歳以上の⼥性は、結婚や⼦育てを理由に、⾃
ら⾮正規雇⽤を選択する率が⾼い傾向。

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成29年平均） 第Ⅱ-16表

 我が国の全雇⽤者の約４割は⾮正規雇⽤。
うち約半数がパート。

 ⾮正規雇⽤労働者（2017年）：2,036万⼈（全雇⽤者の37.3%）
（内訳）パート：49.0%、アルバイト：20.5%、契約社員：14.3%など

 ⾮正規雇⽤労働者の割合（2017年、男⼥別・年齢別）

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成29年平均） 第Ⅱ-1表

 不本意⾮正規の割合（2017年）273万⼈（⾮正規雇⽤労働者全体の14.3%）

25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳
男性 35.8% 35.0% 40.7% 24.8%
⼥性 16.4% 10.3% 11.3% 9.7%

25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳
男性 15.3% 9.2% 8.7% 30.3%
⼥性 38.9% 52.5% 58.6% 67.6%

 平成28年12⽉20⽇の第５回働き⽅改⾰実現会議において、政府から同⼀労働同⼀賃⾦ガイドライン案を提⽰。
 本ガイドライン案は、正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者との間で、いかなる待遇差が不合理なものであり、いかな
る待遇差は不合理なものでないかを⽰したもの。関係者の意⾒や改正法案についての国会審議を踏まえて、法案成⽴
後に、最終的に確定する。

 平成30年4⽉6⽇、①不合理な待遇差を解消するための規定の整備、②労働者に対する待遇に関する説明義務の強
化、③⾏政による履⾏確保措置及び裁判外紛争解決⼿続（⾏政ADR）の整備等を内容とする法案を国会に提出し、6
⽉29⽇に成⽴した。

同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善
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制度概要
：時間ではなく成果で評価される働き⽅を希望する⽅のニーズ等に応えるため、職務の範囲が明確で⾼年収の労働者が、⾼度の専⾨的知識を必
要とする等の業務に従事する場合に、年間１０４⽇の休⽇を確実に取得させる等の健康確保措置を講じること、本⼈の同意、労使委員会の決
議等を要件として、労働時間、休⽇、深夜の割増賃⾦等の規定を適⽤除外とする制度。

 年間１０４⽇以上、かつ、４週４⽇以上の休⽇確保措置を義務化（※）。
 加えて、①インターバル措置（終業時刻から始業時刻までの間に⼀定時間以上を確保する措置）、②１⽉⼜は３⽉の健康管理時間の上限措置、
③２週間連続の休⽇、④臨時の健康診断のいずれかの措置の実施を義務化（※）。この他、省令で定める事項のうちから労使で定めた措置を実
施。

 使⽤者は、客観的な⽅法等により在社時間等の時間である「健康管理時間」を把握し、その健康管理時間が⼀定時間を超えた者に対して、
医師による⾯接指導を実施

２．健康確保措置等

（※）２７年法案の内容について、労働政策審議会の議論を踏まえ、健康確保措置を強化する修正を⾏ったもの。

 職務記述書等に署名等する形で職務の内容及び制度適⽤についての本⼈の同意を得る
 導⼊する事業場の委員会で、対象業務・対象労働者をはじめとした上記の各事項等を決議

３．制度導⼊⼿続

（１）対象業務は⾼度専⾨業務のみ
・「⾼度の専⾨的知識等を必要とする」とともに「従事した時間と従事して得た成果との関連性が通常⾼くないと認められる」という性質の
範囲内で省令で規定する業務（時間ではなく成果で評価される業務）

⇒ ⾦融商品の開発業務、⾦融商品のディーリング業務、アナリストの業務、コンサルタントの業務、研究開発業務等を想定

（２）対象者は希望する⾼所得の労働者のみ
・職務を明確に定める「職務記述書」等により同意している労働者
・１年間に⽀払われると⾒込まれる賃⾦の額が、 「労働者の平均給与額の３倍」を「相当程度上回る⽔準」以上の労働者
・・・具体額は「1075万円」を想定

１．対象業務、対象労働者

※給与所得者のうち、年収1,000万円超の労働者
は、管理職を含めても2.9%

「高度プロフェッショナル制度」の創設について
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経済成長と生産年齢人口の減少・労働生産性
○ 時間当たりの労働生産性を見ると、日本はOECD加盟34か国中20位となっており、1990年代

後半から主要先進7か国中最も低い状況が続いている。

資料出所： 「日本の生産性の動向 2014年版」 2014年12月 公益財団法人日本生産性本部） 28

y = -0.0735x + 178.57
R² = 0.6268
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（備考）１．OECD.Statにより作成。
２．2015年の値。
３．青丸は一人当たり名目GDP（購買力平価［Current PPP］ドル換算）が日本より大きい国。

（名目GDP（購買力平価ドル換算）/労働時間）

日本

アイルランド

スイス

デンマーク
フランス

ドイツ

ベルギー

アメリカ

ルクセンブルク

ノルウェー

オランダ

カナダ
イギリス

スウェーデン
オーストリア

フィンランド オーストラリア

アイスランド

（労働者一人当たり年間総労働時間）

○国際比較では、一人当たり総労働時間と時間当たり労働生産性には、負の相関関係がある。
○我が国より一人当たりGDPの大きな国（青い丸で表示）の多くは、一人当たり総労働時間が

短い。

我が国の労働生産性と総労働時間

アメリカ 68.3

フランス 67.6

ドイツ 66.6

イタリア 53.6

イギリス 52.4

日本 43.0

労働時間当たりの
名目ＧＤＰ（米ドル）
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女性が活躍しやすい働き方への見直しが
企業の生産性向上へ与える影響

○ ワーク・ライフ・バランスの取組や、フレックスタイム制度の導入など、子育て中の女性であっても

働きやすい環境への取組を行った企業は、一定期間後に生産性（TFP)の大きな上昇がみられる。

資料出所：『ワーク・ライフ・バランス施策は企業の生産性を高めるか？― 企業パネルデータを用いたWLB 施策とTFP の検証 ―』
（山本 勲／慶應義塾大学、松浦 寿幸／慶應義塾大学）

30
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（株主資本利益率）
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第4四分位企業グループ：女性役員比率の低い、下位1/4企業グループ（129社）

第１四分位企業グループ：女性役員比率の高い、上位1/4企業グループ（132社）

企業の業績と女性役員の比率

1

2.277 2.54

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

ほとんど何もしない型 全般的WLB支援型 育児介護支援成功型

WLBに対する取組と粗利益率の関連
（「何もしない型」の粗利益率を１とした場合）

（注）ＲＯＥ、ＲＯＳ、ＲＯＩＣデータは、２００１～２００４年の平均値。役員数は２００１年及び２００３年。「フォーチュン５００」企業（５２０社）を対象。

（出所）経済産業省作成資料、Ｃａｔａｌｙｓｔ 「The Bottom Line : Corporate  Performance and  Women’s  
Representation on Boards」（2007）
※Ｃａｔａｌｙｓｔ は、女性と企業分野における米国を拠点とした代表的なNPO。

○『育児介護支援成功型』＝「育児介護支援」が生産性にどう影響を与えたかについて、人事担
当者の評価により『成功型』『無影響型』『失敗型』に分類。『成功型』は、人材活用のために取
り組むという意識が高く、推進本部の設置等積極的な取組を行う企業が多い。

○『全般的WLB推進型』＝「法を超える育児介護支援」と「雇用者が柔軟に働ける制度」のどちら
も取組度合いの高い企業

○『ほとんど何もしない型』＝どちらも取組度合いの低い企業

※『仕事と生活に関する国際比較調査』 （2009年経済産業研究所）の日本企業データの分析
結果の一部を用いて、経済産業省で作成

（出典）RIETI BBL （２０１１年１２月２１日） 「企業のパフォーマンスとWLBや女性の人材活用
との関係： RIETIの企業調査から見えてきたこと」山口一男シカゴ大学教授、RIETI客
員研究員。

育児介護支援や柔軟な職場
環境推進に取り組む企業は、
何もしない企業に比べ、粗利
益率が２倍以上高い傾向

育児介護支援や柔軟な職場
環境推進に取り組む企業は、
何もしない企業に比べ、粗利
益率が２倍以上高い傾向

（参考） 平成２５年２月１３日 第１回若者・女性活躍推進フォーラム 内閣官房・内閣府資料 （抄）

国際的には、女性の活躍
促進が進む企業ほど経
営指標が良い傾向

国際的には、女性の活躍
促進が進む企業ほど経
営指標が良い傾向

（％）

＋53％ ＋42％

＋66％

企業の行政と女性役員の比率、ＷＬＢに対する取組と粗利益率の関連
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⽇本の⽣活⽔準と⽣産性は、
上位のOECD諸国をかなり下回っている

日本の水準、対OECDの上位半数諸国平均¹

1. 一人当たりGDPは、2010年の物価と購買力平価により換算されている。
労働生産性は、労働投入時間当たりGDPである。

出典: OECD Economic Outlook: Statistics and Projections (データベース).
32
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雇⽤の喪失は中レベルのスキルを
持つ労働者に集中

仕事の両極化の国別比較

全雇用におけるスキルレベル別のシェア変化率

Note: OECD is the unweighted average of 24 countries. For Japan 1995-2010.

Source: OECD Employment Outlook 2017; European Union Labour Force Survey; Labour force surveys for Canada, Japan and the
United States; and OECD calculations.
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読解力 数的思考力
Score Country Score Country
296 日本 288 日本

288 フィンランド 282 フィンランド

284 オランダ 280 ベルギー

280 オーストラリア 280 オランダ

279 スウェーデン 279 スウェーデン

278 ノルウェー 278 ノルウェー

276 エストニア 278 デンマーク

275 ベルギー 276 スロベニア

274 チェコスロバキア 276 チェコスロバキア

274 スロベニア 275 オーストリア

273 カナダ 273 エストニア

273 ＯＥＣＤ平均 272 ドイツ

273 韓国 269 ＯＥＣＤ平均

272 英国 268 オーストラリア

271 デンマーク 265 カナダ

270 ドイツ 265 キプロス

270 米国 263 韓国

269 オーストリア 262 英国

269 キプロス 260 ポーランド

267 ポーランド 256 アイルランド

267 アイルランド 254 フランス

262 フランス 253 米国

252 スペイン 247 イタリア

250 イタリア 246 スペイン

成⼈⼒調査の結果
－読解⼒・数的思考⼒
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⽇本の科学技術及びイノベーション
システムの⽐較（対OECD加盟国）
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ダイバシティーの持つ強さ①

• 「新しい人」を迎える

• 「ムラの空気のガバナンス」（阿吽の呼吸で分か
り合えるメンバーだけで構成する）の罠にはまる
リスクの低減

→グローバル競争の中で中長期的に企業価値を高
める可能性を大きくする

冨山和彦 「なぜローカル経済から日本は甦るのか」

42

ダイバシティーの持つ強さ②

• 多様性というものの重要性を‥教えてくれるのは
、生物の世界である。‥‥個々の生物はそれ自
体では弱くとも、その多様性ゆえに、自然環境に
適応できる強さ、しぶとさをもちえているのである
。‥多様性を維持することで、われわれ人類も‥
この地球上で将来も生存し続けることが可能であ
ろうという漠然とした期待を抱かせてくれる。少な
くとも多様性以上に期待をもたせてくれるものは
現状では見当たらない。
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• 日本人は世界的にもまれなホモジニアス（均質）
な民族と言われる‥‥明治以降の日本の発展は
「世界の奇跡」と言ってよく、これを可能にした大
きな要因の一つが日本社会特有の均質性である
。‥しかし、‥いまではその均質性がむしろマイ
ナスになりつつある。

• 均質社会の中では異質なものを排除してしまうと
いう力がつねに働いている。‥しかしこれは多様
性の否定にほかならず、ここに日本社会と日本人
にとっての大きな課題の一つがあろう。

青柳正規「人類文明の黎明と暮れ方」

44

変化の速い時代をどう生きる？

「今ほど変化のペースが速い時代は過
去になかった。だが今後、今ほど変化
が遅い時代も二度とこないだろう」

（カナダ トルドー首相のダボス会議での発言）
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変化に対応するには

• 学び続ける、変化し続ける

• 若い人を大切にする

• ニューカマーを受け入れる

• 外とつながる

• 「時間」を大切にする

46
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SOURCE: FUTURE OF JOBS REPORT, WEF 2016

社交力

問題解決力

認知能力

状況適応力

人間関係力

他人にものを教える

アクティブ・ラーニング

創造性

アクティブ・リスニング

クリティカル・シンキング
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雇用の未来

1 ３ステージではなくマルチステージの人生

2 家族構成の変化

生涯にわたる学びが重要になる3

© PROFESSOR LYNDA GRATTON 2017 ® SLIDE 51
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３つの示唆
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リーダーに求められる資質
（塩野七生「英雄たちの通信簿」）

• 知力

• 説得力

• 肉体上の耐久力

• 自己制御の能力

• 持続する意思
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    働き方改革と企業の成長戦略 
 

パネルディスカッション 



働き⽅改⾰

⼤阪⼤学社会経済研究所
⼤⽵⽂雄

1

働き方改革はなぜ必要か

• 働き方改革の中身
– 長時間労働

– 正規・非正規の格差

– 副業の促進

• きっかけは長時間労働にともなう過労死問題

• 本質は生産性の上昇
– 人口減少、高齢化

– 労働力率を高める
• 女性、高齢者にも働きやすい環境を整備

• 子育て中でも働きやすい環境

• 病休からの復帰（メンタルヘルス・がんが病休職で多い）

– 生産性を高める
• 短時間労働でも生産性を高める

• 柔軟な働き方で多様な人が活躍できることがイノベーションを生み生産性を高める

2



日本の総人口の推移
日本の将来推計人口（平成24年1月推計）国立社会保障・人口問題研究所

８６７４万人

１億２８０６万人

3

年齢別人口の推移
日本の将来推計人口（平成24年1月推計）国立社会保障・人口問題研究所

4



年齢別人口割合の推移

３９．９％

２３％

5

日本の人口

• ２０１５年 １億２７１１万人

• ２１１０年 ４２８６万人

• １００年で３分の１に

6



人口減少と経済成長 １

• GDP成長率＝一人あたりGDP成長率

＋人口成長率

• 一人あたりGDPが人口減少率よりも高まるかど
うか
– 伝統的経済学：一人あたりGDPは、一人あたりの資
本とイノベーションで決まると考える

– イノベーション：科学技術の発明という理工系のもの
だけではなく、マネジメント制度やノウハウというソフ
トなものも含む（例：セブン・イレブン、スターバックス
コーヒー）

7

人口減少と経済成長 ２

• 一人あたり資本設備は、人口減少で増加す
る

→人口減少は一人あたりGDPを増やす

• 人口減少を上回るペースでイノベーションに
よる経済成長が続けば、GDPも上昇を続ける

• 過去のデータでは、人口成長率よりもはるか
に高い経済成長率が達成

8



人口減少と経済成長 ３

• 労働力率の減少があると
• 一人当たりGDP成長率＝労働者一人あたりGDP成長率

＋ 労働力率の増加率

• １億総活躍社会という安倍政権の目標は、労働力率の上
昇で一人あたりGDPを増やすという側面
– 女性、高齢者の労働力率上昇
– 病気休職からの復帰
– 家庭生活、育児・介護、治療との両立支援が重要

• 高齢化で労働力率が減少するという予測が多い
– ２０１５年 ５９．６％
– ２０５０年 ５０％程度に

9

人口減少と経済成長 ４

• 労働力人口は年率０．６％程度で減少

• 実質２％の成長を続けるには、生産性は年率
２．６％の上昇を続ける必要

10



技術革新とアイデアの枯渇

• 人口減少はマイナス：
– アイデアをもった人が生まれる確率が、人口の一定
割合だとすれば、人口減少はアイデアの発生数その
ものが減少することを意味

– 起業をするのは３０代が一番多いという実証研究（マ
ネジメント経験とアイデア）

• 教育で補う必要→働き方改革による労働時間短
縮と副業が有効

• 人口減少によって、女性、高齢者、外国人が活
躍するようになると新たなイノベーションの可能
性も

11

長時間労働

• 長時間労働が生じる理由

– 長時間働くほど時間あたりの生産性が高まるよう
な仕事の仕組み（柔軟性の欠如）

– 後回し行動（生産性↓）

– 平等主義

– 負の外部性（他の人が長時間労働していると自
分もするようになる）→本来長時間労働しなくても
いい人が長時間労働するようになる→生産性の
低下

12



柔軟な働き方

• 労働時間を柔軟にしたり、働く場所を自由に
したりすることのメリット

– 育児・介護・教育・治療との仕事の両立

– 男女間格差の縮小

– これは女性だけではなく、男性にとってもメリット

– 企業にとってはイノベーションの促進

13

時間の柔軟性を高めるような
仕事の構造や賃金体系の改正

• 男女間賃金格差は、縮小傾向にあるが、先進国で
あってもまだ格差があるのは事実。

• ハーバード大学のクラウディア・ゴールディン教授は、
労働時間の柔軟性のなさが男女間賃金格差の大き
な理由だと指摘。

14



長時間労働ほど賃金が高くなる職業で
男女間賃金格差が大きい
特に営業職でその傾向

15

男女間格差が大きい職業特性

• 仕事の締め切りがきつい

• 仕事をするためには他人と一緒にする必要がある

• 他人との協力関係の形成と持続が必要

• 本人に課題や優先順位や目標の設定の自由度が
なく仕事が割り当てられている

• 上司の監督のもとでしか仕事ができず自分で自由
に意思決定ができない

16日本的企業の雇用慣行の特性と似ている



柔軟性のない職業ほど男女間格差大

17

柔軟な働き方を普及させる

• 高賃金の職業である弁護士や営業関連の仕
事では、労働時間が長くなるとそれ以上のス
ピードで年収が増える

• 薬剤師、科学者、技術者では、柔軟性がある
ため、男女間賃金格差は小さい

• 女性が活躍するには、労働時間を柔軟にして
も大丈夫な働き方を普及させる必要

• この動きは、男性と女性のゼロサムゲームで
はなくて、両者とも得をする

18



なぜ生産性が低いのか

• 価格に反映されないサービスの質の高さがあり、生産性の計測に
問題

• 性別役割分担のもとで男性の労働時間が長いことを前提に仕事
が設定されてきた→仕事が多くなる場合に備えていつでも職場に
待機（予備的労働時間）

• 仕事意欲・昇進意欲を労働時間の長さで判断
• 労働時間に応じて成果がでるタイプの仕事が多かったが、現在は

労働時間と無関係に成果が出る仕事が増えているのに、評価の
仕方が労働時間のまま

• 成果を労働者間で同じにするように生産性の低い人が長時間労
働をする

• 長時間労働で仕事量の増加に対応するようなシステム→ITの導
入や訓練によって生産性を上げる形になっていない

柔軟な働き方で多様な人が活躍できるようになることが
生産性を高めるという考え方をもつことが一番重要 19

行動経済学的な手法

• ナッジを使う

– 現在バイアスで仕事の先延ばし
• 先延ばしをしないような仕組み

– 1日のタスクを朝に確認し、計画を立てる

– 仕事の進行を細かくチェック（締め切りは短期に）

• 残業をしにくい環境

– 残業をするのが少数派であると認識させる

– 長時間労働をする傾向のある人に集中的対策をする
→長時間労働傾向はピア効果を通じて感染する

– ルール化

20
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なぜ、女性の就労環境の整備が必要
なのか？

ニッセイ基礎研究所

生活研究部

久我 尚子

（2018/10/17）

Copyright © 2018 NLI Research Institute All rights reserved.

 共働き世帯の増加
 末子０歳児の42.2％、６歳児の69.3％の母親が就業（2018年）

18歳未満の子のいる世帯の父母の就業状況の推移

1 進む「女性の活躍」

（資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成
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 人気の高い「両立コース」

2 女性の理想のライフコースは？

（資料）ニッセイ基礎研究所「女性のライフコースに関する調査」（2018/7）

「あなたが理想とするライフコースに最も近いものをお聞かせください」

Copyright © 2018 NLI Research Institute All rights reserved.

 「両立コース」の実現度は最も低い

3 女性のライフコース選択の理想と現実

（資料）ニッセイ基礎研究所「女性のライフコースに関する調査」（2018/7）

現代女性のライフコース選択の理想と現実の一致度（40～50代）

理想のライフコース 理想と現実の一致度

順位 選択割合 順位 一致度

独身就業コース 5位 6.5％ 1位 75.9％

再就職コース 2位 27.6％ 2位 51.1％

結婚退職・専業主婦コース 3位 13.9％ 3位 47.5％

非就業・専業主婦コース 8位 1.7％ 4位 41.8％

ＤＩＮＫＳコース 6位 5.0％ 5位 41.7％

独身非就業コース 9位 0.9％ 6位 40.7％

配偶者の転勤で退職・専業主婦コース 7位 2.7％ 7位 32.6％

出産退職・専業主婦コース 4位 8.9％ 8位 30.6％

両立コース 1位 32.8％ 9位 28.7％
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 第１子出産後の就業継続者は約４割

 非正規雇用者で低い就業継続率
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44.5 45.5 

52.4 
56.5 

69.1 

23.7 
18.2 

15.2 
18.1 17.8 

25.2 

0

20

40

60

80

1985〜89 1990〜94 1995〜99 2000〜04 2005〜09 2010〜14

正規の職員

パート・派遣

（年）

（％）

4

（資料）国立社会保障人口問題研究所「第15回出生動向基本調査」より作成

第１子の生まれ年別に見た妻の出産後の就業継続率

やはりネックは出産後
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5

６歳未満の子供を持つ夫婦の家事・育児関連時間（１日当たり、国際比較）

（資料）内閣府「平成29年版男女共同参画白書」より作成

日本

米国

英国

フランス

ドイツ

スウェーデン

ノルウェー

 妻に偏る家事・育児分担、待機児童問題、マミートラック…

育休を取れても課題は多い

夫 妻
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働き方改革実行計画6

 同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善

 賃金引上げと労働生産性向上

 長時間労働の是正

 柔軟な働き方がしやすい環境整備

 女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備

 病気の治療と仕事の両立

 子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

 雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・

再就職支援

 誰にでもチャンスのある教育環境の整備

 高齢者の就業促進

 外国人材の受入れ

テレワーク、

副業、兼業

リカレント教育、

再就職支援

男性の

育児・介護等へ

の参加促進

半日テレワーク

１時間休

サテライトオフィス

男性の育休

Copyright © 2018 NLI Research Institute All rights reserved.

 親の介護は、嫁から息子へ
 介護期間は４～10年未満が最多（29.9％）、次いで10年以上（15.9％）

両立環境の整備が必要なのは女性だけではない7

同居の主たる介護者の続柄別年次推移

（資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成
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